
2017
10

人材開発協会　会報

経営労務情報

第20号
平成２９日10月26日

掲載内容に関してご不明な点等あれば、お気軽に当協会までお問合せ下さい。

発行人：人材開発協会

理事長　湯瀬　正博

FAX 03-5215-1734TEL　03-6380-8530
東京都千代田区飯田橋2-11-5人材開発ビル



[ここに入力] 

                  10-1 

 

人材開発協会 

36協定 特別条項の運用につきまして   

       レポート 理事長 湯瀬 正博 

 

 

 従業員に時間外労働をさせるときに（どの会社もあると思います。）必要なものとし

て労使協定を交わして監督署に届ける義務があります。その時に法律で定められた時間

を超えて協定を締結しようとする場合は 特別条項を付けて協定する方法があります。 

 

1.36協定の特別条項とは 

 36協定の上限時間は原則として月 45時

間（1 年変形労働の場合は 42 時間です）

それを超えて残業を前提とする場合は、 

年に６ケ月だけその時間を超えて協定を

結ぶことができる。とする特別な協定締

結の仕方を「特別条項付の３６協定」と

いいます。多くの会員様でもこの方法で

締結されていると思います。 

 

2.労働基準監督署の是正勧告 

この運用につきまして、これまであま

り労働基準監督署から指摘を受けること

はありませんでしたが、最近会員会社で 

次のような是正指導結果が出たという

報告がありましたのでご紹介いたします。 

この会社様は、労務コンプライアンの実

践を進めておりましたのでなんら問題な

いと確信して監査に臨んだようです。 

 

3.是正の内容 

従業員に一人だけ １ケ月だけ４７時

間の残業をした者がいました。この会員

様は、こういうこともあることを想定し

て、さきの特別条項付の 36協定を締結し

ています。本来なら 特別条項で、年間 6

回まで３６協定の上限を超えることが出

来ますので、月 47時間が１ケ月だけなら 

なんら問題はないわけです。 

 しかし問題はそこでなく 特別条項の

運用の仕方にありました。 

 特別条項の発動は、発動前に、労使間

の協議を経て行うものとしています。そ

こが出来ていないことを指摘して是正を

求めますとのことでした  

会員会社様としては、「多くの会社（大

企業であっても）は、そのような協議は

できていないこと、また月の途中で 45時

間超えをチェックして、超えそうなとき

協議するという実務的に難しいことを要

求するとは、何もないときに何か指摘し

てやろうとする行政の悪い慣習でないか、 

監督署全体の考えか否かを聞きたい」 

と主張されたそうです。 

 しかし若い監督官は 「私は、どのよ

うな場合でも常に指摘している。」と自信

を持って切り返されたそうです。 

昨今の過重労働に対するチェックが厳し

くなる中、これは今後の監督署の方向性

であると思います。 

 

4.今後の運用の仕方 

 

今後は、月の残業時間が 45 時間（１

年変形労では４２時間）を超えそうなと

きは 労働者代表に「○○君に対して 特

別条項を発動したい」旨を伝えて 

労使間で協議した。とする文書で残して

おくことを お勧めいたします。 

 

もちろん年６回のみの 

発動を、気を付ける必要

があります 

   

  

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiLksyGtNbXAhUBW5QKHQQDAiUQjRwIBw&url=https://ameblo.jp/mck0126/entry-12191778408.html&psig=AOvVaw2aPfXuRzBEEWqEWk0IVnVF&ust=1511585250227505
https://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=703113&sw=%E4%B8%AD%E5%B9%B4%E7%94%B7%E3%82%B9%E3%83%BC%E3%83%84-%E3%82%B0%E3%83%BC-%E3%83%90%E3%82%B9%E3%83%88


October 2017労働安全衛生法情報

平成27年12月より従業員50人以上の事業場（※）について、ストレスチェック

の実施が義務付けられました。厚生労働省より今年7月にこのストレスチェック

の実施状況が公表されたため、確認をしておきましょう。

※従業員50人未満の事業場については当分の間、努力義務とされています。

ストレスチェック制度
8割強の事業場で実施

ストレスチェック制度は、従業員自身にストレスへの気づきを促し、また集団分析を活用

して職場環境を改善する必要がある職場や部署があれば原因を探って対策を行い、メンタル

ヘルス不調を未然に防ぐことを目的にしています。そのため、できるだけ多くの従業員が受

検するように案内を行い、予防に向けた取り組みをしていきましょう。

ストレスチェック制度とは、企業が従業員

に対して、1年以内ごとに1回、医師・保健師

等による心理的な負担の程度を把握するため

の検査（ストレスチェック）を実施する仕組

みです。ストレスチェックを実施した後は、

「心理的な負担の程度を把握するための検査

結果等報告書」を所轄労働基準監督署に提出

することが義務付けられています。

今回発表された実施状況は、この労働基準

監督署への報告書の内容をとりまとめたもの

で、平成29年6月末現在で、報告書の提出が

あった事業場は全体で82.9％となっています。

この報告書は、事業場の事業年度の終了後な

ど、事業場ごとに設定して差し支えないとさ

れていますが、ストレスチェックを実施した

ものの、報告書の提出を漏らしているケース

が見受けられることから、確実に提出してお

きましょう。

このストレスチェック制度は、従業員にス

トレスチェックの受検の機会を与えることを

企業に義務付けたもので、実際にストレス

チェックを受検するか否かは従業員の判断に

委ねられています。今回の実施状況において、

ストレスチェックを受けた従業員の割合は

78.0％で、約8割が受検しているという状況

となっています。これに対し、ストレス

チェックを受けた従業員のうち、医師による

面接指導を受けた従業員は0.6％と、かなり

少ない割合になっています。

このストレスチェックは集団分析を行うこ

とが努力義務となっています。これは、職場

や部署単位など個人が特定されない人数規模

の単位で、ストレスチェックの結果を集計・

分析し、改善に活かすことを目的としていま

す。今回の実施状況の中で、この集団分析を

実施した事業場の割合は78.3％となっており、

事業場規模で見てみると以下のように事業場

規模が大きくなるほど、集団分析を実施した

割合が高くなっています。

1.ストレスチェックの実施状況

50～99人 76.2％
100～299人 79.7％
300～999人 83.6％
1,000人以上 84.8％

2.ストレスチェックの受検状況

3.集団分析の実施状況

人材開発協会
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職場のストレスチェック調査のおすすめ      10-3 

 

前頁でご案内の ストレスチェック制度ですが 従業員が 50 人以上いる会社は義務となります。そのような

会社でまだ行っていない会社は早々にスタートしなくてはなりませんが、50 人に満たない会社でも、従業員の

精神的負荷の状態を調査するストレスチェックを、おすすめいたします。 

 

本件調査は 東京医科大学及び東京大学が提供するストレス測定ソフトを利用して、個人と職場との関係におけ

るストレス及び、それが身体・精神に及ぼす状況についてレポートするものです。 個人から収集するアンケー

トは 全部で 57 問あり ①仕事と個人との関係②精神身体の状況 ③上司・同僚の支援の条項 ④仕事・家庭

の満足度を問います。 

 

調査結果について 

1. ストレスの状況を示すレポートが個人別にフィードバックされます 

2. 膨大な調査データをもとに全国平均を 100として、調査会社のストレス状況を数値で 

表記されます。100以下なら全国平均以下ということになります。 

3. 部署別にも同様に数値表記されます 

 

調査内容にある 仕事と個人との関係では 

A. 表記マトリックス①  縦軸を仕事の自由度 横軸を仕事の量として  

自由度が高ければ 仕事の量が多くてもストレスは危険領域（イエローゾーン）には至らないという定説に

基づいて、会社の位置がどのレベルにあるかプロットされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B．  表記マトリックス②   縦軸を同僚の支援 横軸を上司の支援として  

 

両者の支援が高ければ高いほどストレスは危険領域（イエローゾーン）には至らないという定説に基づいて 

調査会社の位置がどのレベルにあるかプロットします 
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この２つの指標にもとづいて調査会社の表記がなされます 

 

 

会社は 全体で見て 部署で見て 個人で見てストレスを コントロールする方針を立てなくてはなりませ

ん。特に個人で精神疾患を発症した状態で 身体愁訴（しゅうそ）が出ている従業員を放置することは会社

にとつて大きなリスクです。安全配慮義務違反を問われることになるので何らかの対応が必要です。 

 

高ストレス者は、医師の面談を希望する場合は 産業医の面談を受けるという流れになります。 

我々は 産業医との契約においてこの面談を設定いたします。 

 

 

以上ご検討下さい。 
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最低賃金情報

今年も大幅な引上げとなる
最低賃金

October 2017

賃金については、毎年度、都道府県ごとに

その最低額（最低賃金）が定められており、

企業にはその額以上の賃金を労働者に支払う

ことが義務付けられています。

この最低賃金には、都道府県ごとに定めら

れた「地域別最低賃金」と、特定の産業に従

事する労働者を対象に定められた「特定（産

業別）最低賃金」の2種類があり、毎年10月

頃に「地域別最低賃金」が改定されることに

なっています。平成29年度についても全都道

府県の「地域別最低賃金」が出揃いました。

平成29年度の地域別最低賃金と発効日は、

下表のとおりとなっています。すべての都道

府県で21円以上の引上げとなりました。

昨年に引き続き大幅な引上げが行われてい

ますので、採用募集時の賃金を引上げる等に

より、社内の賃金バランスが崩れていないか

も確認しておきましょう。

1.最低賃金の種類と改定タイミング 2.平成29年度の
地域別最低賃金と発効日

改定前 改定後 改定前 改定後
北海道 786 810 24 平成29年10月1日 滋　賀 788 813 25 平成29年10月5日
青　森 716 738 22 平成29年10月6日 京　都 831 856 25 平成29年10月1日
岩　手 716 738 22 平成29年10月1日 大　阪 883 909 26 平成29年9月30日
宮　城 748 772 24 平成29年10月1日 兵　庫 819 844 25 平成29年10月1日
秋　田 716 738 22 平成29年10月1日 奈　良 762 786 24 平成29年10月1日
山　形 717 739 22 平成29年10月6日 和歌山 753 777 24 平成29年10月1日
福　島 726 748 22 平成29年10月1日 鳥　取 715 738 23 平成29年10月6日
茨　城 771 796 25 平成29年10月1日 島　根 718 740 22 平成29年10月1日
栃　木 775 800 25 平成29年10月1日 岡　山 757 781 24 平成29年10月1日
群　馬 759 783 24 平成29年10月7日 広　島 793 818 25 平成29年10月1日
埼　玉 845 871 26 平成29年10月1日 山　口 753 777 24 平成29年10月1日
千　葉 842 868 26 平成29年10月1日 徳　島 716 740 24 平成29年10月5日
東　京 932 958 26 平成29年10月1日 香　川 742 766 24 平成29年10月1日
神奈川 930 956 26 平成29年10月1日 愛　媛 717 739 22 平成29年10月1日
新　潟 753 778 25 平成29年10月1日 高　知 715 737 22 平成29年10月13日
富　山 770 795 25 平成29年10月1日 福　岡 765 789 24 平成29年10月1日
石　川 757 781 24 平成29年10月1日 佐　賀 715 737 22 平成29年10月6日
福　井 754 778 24 平成29年10月1日 長　崎 715 737 22 平成29年10月6日
山　梨 759 784 25 平成29年10月14日 熊　本 715 737 22 平成29年10月1日
長　野 770 795 25 平成29年10月1日 大　分 715 737 22 平成29年10月1日
岐　阜 776 800 24 平成29年10月1日 宮　崎 714 737 23 平成29年10月6日
静　岡 807 832 25 平成29年10月4日 鹿児島 715 737 22 平成29年10月1日
愛　知 845 871 26 平成29年10月1日 沖　縄 714 737 23 平成29年10月1日
三　重 795 820 25 平成29年10月1日

表　平成29年度の最低賃金（単位︓円）

都道府県名 最低賃金時間額 引上額 発効月日 都道府県名 最低賃金時間額 引上額 発効月日

平成29年3月28日に策定された「働き方改革実行計画」では、最低賃金につ

いて年率3％程度を目途として、名目GDP成長率にも配慮しつつ引上げていく

としています。その結果として、全国加重平均が1,000円になることを目指

すとされました。今回は、平成29年度の地域別最低賃金を確認しておきます。
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１．改正育児・介護休業法が施行されます

２．年末にかけての資金繰り計画

３．労働保険料第2期分の納付（延納申請した場合）

４．労働者死傷病（軽度）報告提出

５．定時決定の反映と新しい保険料率による控除

６．各都道府県で地域別最低賃金額が変わります

７．年次有給休暇の付与

年末年始は、大きな資金が必要となる時期です。年末を前に資金繰りを計画しましょう。
特に未収債権の回収促進に努めましょう。

お仕事備忘録
2017年10月

１．改正育児・介護休業法が施行されます

10月1日より改正育児・介護休業法が施行され、保育所に入れないなどの事情がある場合は、最長2歳ま
で育児休業を延長することができるようになります。

２．年末にかけての資金繰り計画

年末にかけての年度後半は、賞与資金など大きな支出の他に、様々な諸経費も増える時期です。資金繰
りは大丈夫ですか？ 下期の資金計画をたてましょう。
資金繰りには売掛金の回収促進や在庫などの管理が重要です。場合によっては、買掛金の支払などの遅

延が発生してしまい、信用を失う可能性もあります。
未収債権の把握をし、滞留しているものがあれば営業担当者などに回収を促します。

３．労働保険料第2期分の納付（延納申請した場合）

労働保険の概算保険料は、年度更新の際に延納申請すると3期に分割して納付することができます。今
月は口座振替を利用しない場合の第2期分の納付期限です。

４．労働者死傷病（軽度）報告提出

業務災害が発生した場合、「労働者死傷病報告」を労働基準監督署に提出しなければいけません。業務
中の軽度の事故・疾病が原因で休業日数が1～3日ある場合は、暦年の四半期ごとにまとめ、翌月（4･7･
10･1月）末までに届ける必要があります。
今月は7月から9月分の報告となります。
また、4日以上の場合は、個々のケースごとに報告が必要なので注意しましょう。

５．定時決定の反映と新しい保険料率による控除

定時決定により、9月からは新たに改定された社会保険料が適用されますが、従業員からの社会保険料
の控除を翌月に行っている場合、10月から控除することになります。

また、平成29年9月分（10月納付分）から厚生年金保険の保険料率が改定されていますので、新しい保
険料額表をご確認ください。

６．各都道府県で地域別最低賃金額が変わります

今月より地域別最低賃金額が変わります。各都道府県によって適用となる月日が異なっていますので、
金額および発効年月日を確認しておきましょう。

７．年次有給休暇の付与

4月入社の新入社員の年次有給休暇は通常10月より付与されますので、忘れずに新入社員の年次有給休
暇管理を開始しましょう。
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